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要旨
　飯類を主とする主食レトルト食品は、近年種類が大幅に増えており、介護食品への展開が期待できるとと
もに、災害時備蓄食品としての可能性も考えられる。本研究は、山口県内の高齢者向け通所介護（デイサー
ビス）施設に対し、主食レトルト食品の利用実態の調査を行うことを目的とした。山口県内の介護保険事業
所データベースに登録されている通所介護施設のうち、定員 20 名以上の 307 施設を対象とし、施設の概要、
提供している主食、主食レトルト食品の利用など、計 18 項目について郵送法で調査を行った。アンケート
回収率は 40.0%であった。対象施設は、100 名未満の比較的小規模な施設が 81.8%と多く、75 歳以上の利用
者が、全体の 82％を占めていた。主食レトルト食品の利用の有無は「ある」が 26 施設（21%）、「ない」が
95 施設（79%）となった。具体的な利用場面としては、「非常食として備蓄している」と回答した施設が多く、
今後のレトルト食品の利用可能性として、「災害備蓄食品としての利用を継続・検討する」と回答した施設
が 84 施設（68%）となった。本調査の結果から、主食レトルト食品は日常的な利用よりも、災害備蓄食品
としての位置付けがなされていることが伺えた。
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序論
レトルト食品とは、プラスチックフィルム、もし

くは金属箔又はこれを多層に合わせたものを袋状そ
の他の形状に成型した気密性及び遮光性を有する容
器に、調製した食品を詰め、熱溶融により密封し、
加圧加熱殺菌したもの 1）である。日本では 1969 年
にレトルトパウチに詰められたカレー製品が販売さ
れたことにより始まり、その後次々と参入する企
業が増え、現在では 100 社を超える企業で 500 種類
以上のレトルト食品が生産されており、その市場は
2100 億円以上に上る 2）。

近年のレトルト食品の多様化の背景には、核家族
化や女性の社会進出に伴う家庭内の個食化が考えら
れる。中でも、飯類を主とする主食レトルト食品は、
近年大幅に種類が増えており、今後もその種類は多

様化していくと考えられる。
また、多発する災害に備えるために、災害備蓄

用食品としてのレトルト食品が見直されつつある。
2013 年 9 月には、「日本災害食学会」が設立された
3）。この学会は、大規模地震などの災害時に起こる
食に関する様々な問題を考え、食生活の向上に寄与
することを目的としている 3）。また、東京都は平成
24（2012）年 3 月に「東京都帰宅困難者対策条例」
を制定し、その中で、事業者に対し、従業員の 3 日
分の水や食料の備蓄を用意するように努めることを
規定している 4）。現在までに発生した震災において
も、災害備蓄食品としてレトルト食品が活用されて
おり 5）、長期保存が可能であり、開封後そのまま食
べられるレトルト食品の災害時の有用性が注目され
ている。高齢者を対象とした災害時の食事において、
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義歯が合わなくなったり嚥下機能が低下したりした
対象者を想定し、市販のレトルト介護食品の取り入
れが提案されており 6）、レトルト食品は、災害時に
おける高齢者の食事としての利用にも向いているこ
とが考えられる。

しかし、高齢者施設におけるレトルト食品の利用
状況に関する報告はほとんどなく、その利用実態は
明らかではない。

そこで本研究では、主食レトルト食品に注目し、
高齢者における利用実態を調査することとした。具
体的には山口県内の高齢者向け通所介護施設を対象
とし、施設での食事の提供方法と、おかゆや雑炊な
どの主食レトルト食品の利用実態の調査を行い、災
害時備蓄食品としての利用も視野に入れた主食レト
ルト食品の利用状況を検討することとした。

 
方法
１．対象

山口県内の介護保険事業所データベースに登録さ
れている通所介護（デイサービス）施設のうち、定
員が 20 名以上の 307 施設を対象とした。回答対象
者は施設職員とした。
２．調査期間

平成25年11月18日～12月10日にかけて行った。
３．調査方法

調査用紙を郵送し、回収も郵送で行った。
４．調査内容

以下の通り計 18 項目について質問紙を作成した。
１）回答者（施設職員）自身の立場に関する設問
２）施設の概要に関する設問
３）施設における食事の提供方法に関する設問
４）提供している主食に関する設問
５）主食レトルト食品の利用に関する設問
６）今後の主食レトルト食品の利用に関する設問
なお、本調査における主食レトルト食品の定義は

JAS 法に基づき以下の通りとした。「レトルト食品」
とは『気密性があり遮光性をもつ袋状などに成形さ
れた容器に詰められた食品で、熱溶融により密封し、
加圧加熱殺菌したもの』とし、缶詰類は含まれない
ものとする。また、主食レトルト食品とは、ご飯や
雑炊・おかゆなどのレトルト食品とする。」
5．集計および統計処理

アンケート集計ソフト「エクセルアンケート太
閤」（株式会社エスミ）を用い、単純集計を行っ

た。コレスポンデンス分析については IBM SPSS 
Statistics ver.17.0（日本 IBM）を用いて行った。

 
結果
１．アンケート回収率と施設利用者の状況

回収数は 123 部（回収率 40.0%）であった。調査
対象施設は、施設の規模としては施設利用者数が
50 名以下の比較的小規模の施設と、50 名～ 100 名
の中規模の施設が全体のうち約 8 割を占めており

（図１）、利用者は、男性に比べ女性の利用者が多く、
75 歳以上の後期高齢者が 88％を占めていた。（図
２）。
２．施設における食事の提供方法

食事の提供方法は、「施設内ですべての食事を作っ
ている」が 84 施設（69％）で最も多く、次いで「併
設施設で食事を作っている」が 19 施設（16％）で
あった（図３）。献立の作成方法では、「施設内の栄
養士・管理栄養士が作成している」と回答した施設
が 59 施設と多く、次に「外部の業者が作成している」
と回答した施設が 33 施設で多くなっていた（図４）。
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図１　調査対象施設の規模　
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図２　調査対象施設の利用者の内訳　
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３．提供している主食
図５に示すように、施設で提供されている主食の

種類は、「白飯」と混ぜご飯などの「白飯以外の飯」
が多かった。半数以上の施設で麺類が提供されてい
る一方、パン類は一部の施設でしか提供されておら
ず、提供されている主食は飯が中心であることが伺
えた。

また、図６より、飯のなかでも、提供されている

主食（飯）の形態は、「通常のかたさのご飯」、「軟飯」、
「全がゆ」が多く提供されていた。
４．かゆの提供方法

図７に示すように、施設における日常的なかゆの
調理方法については、「通常のご飯とは別に生米か
ら調理している」が 75 施設、「通常のご飯を利用し
て調理している」48 施設となった。また、利用者
からの急な要望などがあった場合のかゆの調理方法
は、通常のおかゆの調理方法の結果とは異なり、「通
常のご飯を利用して調理している」が 78 施設、「少
量だけ生米から炊いている」が 17 施設となった。「そ
の他」の意見としては、「常におかゆの予備を作っ
ているので、急な対応に困る事はない」という意見
が多く挙げられた。
５．主食レトルト食品の利用

施設による主食レトルト食品の利用は、図８に示
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図７　急な要望に対するかゆの調理方法

59

22

4

33

7
14

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
( )

図４　調査対象施設における献立の作成者

84
(69%)

19
(16%) 5

(4%)
7

(6%)
7

(6%)
0

20

40

60

80

100

図３　調査対象施設における食事の提供方法　
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図５　調査対象施設で提供している主食の種類

図６　調査対象施設で提供している飯の形態
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すように、約８割の施設が「ない」と回答していた。
また、「ある」と回答した 26 施設での、具体的な利
用場面は、表１に示すように、「災害時の食事とし
て備蓄していた主食レトルト食品を消費期限内に消
費するために利用した」という回答が最も多く、そ
れ以外では「実際に停電や断水時に利用した」「利
用者の体調不良に利用」等に見られるように、さま
ざまな緊急対応に利用されていた。

また、「ない」と回答した 95 施設の主食レトルト
食品を利用しない理由としては、図９に示すように、

「必要性を感じない」という回答が 89 施設と最も多
く、次に「価格が高い」、「味やにおい等が好まれな
い」という回答が多く挙げられた。

また、図１０のレトルト食品を利用しない理由と
施設における食事の提供方法のコレスポンデンス分
析から、特に施設内で全ての食事を作って提供して
いる施設において、主食レトルト食品は、特に利用
する必要がないと認識されていることが推察され
た。　

６．主食レトルト食品に対する希望
今後、主食レトルト食品を利用するならばどのよ

うなものを希望するかの設問での回答は、図１１に
示すように、「不足しがちな栄養素が補えるもの」、

「業務用としてまとめて買えるもの」、「価格が安い
もの」の順に多くなっていた。また、その他の内容
は「温めなくてもそのまま食べられるもの」、「非常
食としても利用しやすいもの」などの意見が挙げら
れた。

主食レトルト食品に希望する具体的な内容につ
いても質問したところ、回答数は全体で 8 施設と
少なかったものの、一食あたりの価格が「200 円以
下」が希望されており、特に 150 円未満の価格を
希望する回答が多かった。希望するエネルギー量
では、回答数が１５と少なかったが、一食あたり

「200kcal~300kcal」あるいは「500kcal~600kcal」を
希望する回答がそれぞれ６施設、５施設から得られ、
比較的高エネルギーなものが望まれていることが伺
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図９　主食レトルト食品を利用しない理由

図８　主食レトルト食品の利用の有無
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表１　　主食レトルト食品の利用場面

図１０　�主食レトルト食品を利用しない理由と食事の提供方

法との関連性
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えた。さらに図１２に示すように、含まれているこ
とが好ましいと考えられる栄養素では、「たんぱく
質」、「カルシウム」、「ビタミン」、「食物繊維」を望
む回答が多く挙げられた。
７．主食レトルト食品に対する希望

主食レトルト食品に対する希望（自由記述）の結
果を表２に示す。自由記述のため回答数は少なかっ
たが、複数の回答があった意見として「災害備蓄食
品として賞味期限が長いもの」「すぐに食べられる

容器に入ったもの」など災害対応への希望と、「嚥
下機能低下に対応したもの」「薄味のもの」「少量で
栄養が補給できるもの」など高齢者に向けた特性の
あるものが希望されていた。　
８．今後の主食レトルト食品の利用

図１３より、今後施設で主食レトルト食品を利用
するとしたらどのような利用が考えられるかという
設問への回答は、「災害時の備蓄食品への利用」と
回答した施設が 84 施設と多く、次いで「利用者の
急な要望への対応への利用」が 40 施設となった。
また、施設内では利用しないが高齢者が家庭で利用
することを想定した「一人暮らしの高齢者向け食事
として」との回答が挙げられ、「一般的な食事」へ
の利用を想定した回答は少なかった。その他の回答
としては、「病気などで極端な食事制限がある利用
者への利用」が挙げられていた。また、図１４に示
すように、施設利用人数と今後の主食レトルト食品
の利用についてのコレスポンデンス分析より、レト
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図１１　主食レトルト食品に対する希望
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表２　　主食レトルト食品に求める性質
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図１２　主食レトルト食品に希望する栄養素
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図１３　今後の主食レトルト食品の利用場面

図１４　施設利用人数と今後のレトルト食品の利用との関連性
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ルト食品の災害時の備蓄食品としての利用は、施設
利用人数が 50 名～ 100 名の比較的小規模の施設と
の関連性が深い事が推察された。

 
考察

今回の調査から、多くのデイサービス施設におい
て、主食である軟飯やおかゆは施設内あるいは併設
の施設内で調理して提供されているため、利用者か
らの急な要望が発生しても対応可能であり、現状で
は日常的な食事における主食レトルト食品の利用の
必要性はあまり感じられていない事が明らかとなっ
た。

主食レトルト食品に希望する内容についての設問
における栄養素や価格についての回答から、高齢者
に不足しがちだとされる 7）、たんぱく質、カルシウ
ム、鉄、ビタミンや、食物繊維、亜鉛などが強化さ
れたもの、咀嚼・嚥下機能の低下による食事摂取量
の減少を考慮し、少なくとも 200kcal のエネルギー
量をもつものが求められていることが明らかとなっ
た。価格に関しては、1 食あたり 150 円未満の低価
格のものが望まれており、業務用で購入したいとの
回答もみられた。調査の対象とした通所介護施設に
おいて、食費は利用者の自己負担となっており、食
費の増加は経営にも深く関わる事から、通所介護施
設が食事にかけることのできる金額は限られてお
り、普及に向けて主食レトルト食品の価格はできる
だけ低価格であることが望ましいと考えられた。

また、主食レトルト食品の利用場面についての設
問や、今後のレトルト食品の利用に関する設問の結
果から伺えるように、多くの施設において主食レト
ルト食品は災害時備蓄用食品としての位置づけがな
されていた。先行研究 5）でも「うす味」は被災地
での役立ち度が高いと報告されており、被災した際
の利用者の生活や健康を支え、飲料水不足にも対応
できることが挙げられている。被災地での食事は加
工品が多く、塩分摂取量が増えることが懸念されて
いる 6）ため、うす味のメリットは大きい。さらに、「う
す味」の製品は日頃から食塩摂取量を気にしている
高齢者以外の一般消費者にとっても、メリットであ
ると考えられる。

さらに、高齢者では、一回の摂食量が少ないこと
を考慮し、日常生活での利用と同様に、エネルギー
や栄養素を十分に補給できる製品が望まれていた。
東日本大震災における避難所のエネルギー量およ

び、栄養摂取状況の調査結果では、エネルギーやた
んぱく質は比較的充足しているのに対し、ビタミン
B1 やビタミン B2、ビタミン C が大幅に不足して
いたことが報告されている 8）。今回、レトルト食品
を災害時の備蓄食品として利用しようと考えている
施設は、施設利用人数が 50 名～ 100 名の比較的小
規模の施設に多かった。小規模な施設では、緊急時
のマンパワー不足を補う手段の一つとして、主食レ
トルト食品を位置付けていることが考えられる。

近年「高齢者施設 防災マニュアル」等を作成し
ている市町村も多く、一例として大阪市の「高齢者
施設等 防災マニュアル」では「救援物資が届くまで、
少なくとも 3 日程度は自力で対応できるよう、食料
や飲料水などを職員分も含めて備蓄しておく。」「高
齢者が入居する施設では、災害時に十分な調理が行
えない場合にも備えて、介護食の保存食の準備も検
討する。」などが対策として挙げられており、備蓄
する食料品の例としてもレトルト食品を挙げられて
いる 9）。

以上の結果より、高齢者施設における主食レトル
ト食品の日常生活での利用としては、エネルギーや
栄養分が十分に強化されたものや、利用者の安全に
十分に配慮し尚且つ味のよいものが求められてお
り、これらを改良することで、高齢者施設における
主食レトルト食品の利用の幅は広がっていくのでは
ないかと考えられる。また、多くの施設で実施・検
討がなされていた、災害備蓄食品としての主食レト
ルト食品の利用では、エネルギーや栄養素の充実は
もちろん、賞味期限はより長く、開封後そのまま食
べられる容器に入ったもので、尚且つ「うす味」の
ものが適していると考えられる。今後、特別な調理
施設をもたない高齢者施設を対象とした災害備蓄用
レトルト食品の開発が望まれる。

本稿は、第 61 回日本栄養改善学会学術総会（パ
シフィコ横浜）での示説発表（平成 26 年 8 月 21 日、
2P-152）をまとめたものである。
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